別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費　　　
	事業名: 岐阜県防災情報通信システム（移動系）事前調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　防災課　防災通信係　電話番号：058-272-1111（内2745）
　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,366千円 (前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


岐阜県防災情報通信システムは、平成7年の運用開始から17年が経過し、設備の老朽化が進み、障害が多発している状態である。そのため、平成24年3月に次期システムの基本計画を策定し、24年度には実施設計を実施したところである。
この次期システムは「衛星系通信（無線）と地上系通信（有線）の２層構造、これに補完として衛星携帯電話の配備を行う」こととした。
しかし、平成24年8月に国が公表した、南海トラフ巨大地震の被害想定において、将来、被害が複数県におよぶ大規模な地震が発生する可能性があることが判明し、また、県独自の地震被害想定についても、従来より大きな被害が想定される。
こうした状況に対して、次期システムの衛星系、地上系有線の通信システムでは以下の障害の可能性がある。

・巨大地震等で、地上系有線システムの光ファイバー網が複数箇所で断線する可能性があること

・液状化により建物が傾くなどにより、衛星系通信システムのアンテナが傾く可能性があること

・集中豪雨などの激しい降雨の場合、衛星系通信システムに通信障害が発生する可能性があること

一方で、災害現場からの通信では、一般通信の輻輳が発生する可能性があり独占的に使用できる独自回線があること、情報共有が必要であり一斉通信機能であることが求められる。
これらのことから、平成24年11月、県の幹部メンバーで構成される「岐阜県防災対策推進会議」において、次期システムの２層構造に移動系通信を加える必要性が決定され、これを受けて移動系通信を整備するための事前調査を行う。
	２　所要経費


　
要求額：6,366千円　　　　　　　　
（１）業務委託費　5,726千円（うち消費税 273千円）

（２）事務費　　　  640千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	6,366
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,366

	決定額
	6,366
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,366


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
岐阜県防災情報通信システムの移動系通信を整備するため、電波伝搬調査等の事前調査を行い、平成25年10月以降に基本設計、実施設計、施工を実施し、平成29年度の運用開始を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	移動系通信システムの更新整備
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	運用開始
（H29）
	0％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	発生が懸念されている南海トラフ巨大地震や内陸直下型地震に備え、衛星系通信及び地上系有線通信が利用できない状況が生じた場合における代替システムとして、県独自回線であり輻輳が生じない移動系通信システムを整備する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　２６０ＭＨｚ帯で移動系通信を整備した場合、現行の１５０ＭＨｚ帯の移動系通信よりエリアカバー率が低下する（現行：エリアカバー率90％）可能性があるため、衛星携帯電話での補完や中継所の増設などを検討していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　事前調査結果を踏まえて整備方針を定め、平成25年10月以降に設計を行う。


